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認知症の症状

主な行動・心理症状

記憶障害

物事を覚えられなくなっ
たり、思い出せなくなる。

理解・判断力の障害

考えるスピードが遅くなる。
家電やATM などが使え
なくなる。

見当識障害

時間や場所、やがて人と
の関係が分からなくなる。

実行機能障害

計画や段取りをたてて行
動できない。

中核症状
徘徊
外に出て行き戻れなくなる

妄想

物を盗まれたなど事実で
ないことを思い込む

幻覚

見えないものが見える、
聞こえないものが聞こ
えるなど

暴力行為

自分の気持ちをうまく伝えられない、感情を
コントロールできないために暴力をふるう

不潔行為
風呂に入らない、排泄物をもてあそぶなど

人格変化

穏やかだった人が短
気になるなどの性格
変化

抑うつ

気分が落ち込み、無気力
になる

せん妄

落ち着きなく家の中をうろうろ
する、独り言をつぶやくなど

全国国民健康保険診療施設協議会「認知症サポーターガイドブック」を元に改変

脳は私たちのあらゆる活動をコントロールしている司令塔です。指令がうまく働かなければ、精神活動も
身体活動もスムーズに運ばなくなります。

認知症とは、いろいろな原因で脳の細胞がしんでしまったり、働きが悪くなったためにさまざまな障害が起
こり、生活するうえで支障が出ている状態（およそ6ヶ月以上継続）をいいます。

認知症の症状として、「中核症状」と「行動・心理症状」があります。

なお、「行動・心理症状」には周囲から見ると、「徘徊」や「妄想」も、本人なりの背景や理由があると言われ
ています。

2



■アルツハイマー型
◆脳内にたまった異常なたんぱ
く質により神経細胞が破壊さ
れ、脳に萎縮がおこります。
【症状】
昔のことはよく覚えていま
すが、最近のことは忘れてし
まいます。軽度の物忘れから
徐々に進行し、やがて時間や
場所の感覚がなくなっていき
ます。

■脳血管性認知症
◆脳梗塞や脳出血によって脳細胞に十分な血液が送られずに、脳細
胞が死んでしまう病気です。高血圧や糖尿病などの生活習慣病が
主な原因です。
【症状】
脳血管障害が起こるたびに段階的に進行します。また障害を受

けた部位によって症状が異なります。

■レビ－小体型認知症
◆脳内にたまったレビ－小体という特殊
なたんぱく質により脳の神経細胞が破
壊されおこる病気です。
【症状】
現実にはないものが見える幻視や、

手足が震えたり筋肉が固くなるといっ
た症状が現れます。歩幅が小刻みにな
り、転びやすくなります。

■前頭側頭葉型認知症
◆脳の前頭葉や側頭葉で、神経細胞が
減少して脳が萎縮する病気です。
【症状】
感情の抑制がきかなくなったり、

社会のルールを守れなくなるといっ
たことが起こります。

（その他の凡例）
■アルコール性
■混合型
■その他

認知症の種類（主なもの）

各説明は、全国国民健康保険診療施設協議会「認知症サポーターガイドブック」を元に作成
データは、「都市部における認知症有病率と認知症の生活機能障害への対応」（H25.5報告）及び『「認知症高齢者の日常生活自
立度」Ⅱ以上の高齢者数について』（H24.8公表）を引用

認知症にはその原因などにより、いくつか種類があります。
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そこで、私は本日ここで、我が国の認知症施策を加速するための新たな戦略を策定するよう、
厚生労働大臣に指示をいたします。我が国では、２０１２年に認知症施策推進５か年計画を策
定し、医療・介護等の基盤整備を進めてきましたが、新たな戦略は、厚生労働省だけでなく、
政府一丸となって生活全体を支えるよう取り組むものとします。

～安倍総理大臣の挨拶より～

～塩崎厚生労働大臣の挨拶より～

［新たな戦略の策定に当たっての基本的な考え方］
① 早期診断・早期対応とともに、医療・介護サービスが有機的に連携し、認知症の

容態に応じて切れ目なく提供できる循環型のシステムを構築すること
② 認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて、省庁横断的な総合的な戦略と

すること
③ 認知症の方御本人やその御家族の視点に立った施策を推進すること

認知症サミット日本後継イベント〔平成26年11月6日〕

認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）〔平成27年１月27日〕

我が国の認知症施策を加速するための新たな戦略の策定について
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認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）の数値目標の更新等について

○ 認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）については、平成27年1月に関係１２府省が共同で策定。

○ 高齢者にやさしい地域づくりから本人の視点まで新規の取組を含む幅広い内容を網羅。

○ ２０２５年度までを対象期間とし、当面の数値目標は平成29年度末で設定（介護保険事業計画の期間と同様）

○ 数値目標（平成２９年度末）は１１項目設定。

○ 平成２８年度末現在の進捗状況は順調であり、概ね目標達成できる見込み。

○ 新オレンジプランを契機に新たな取組を開始した自治体も多く、認知症の人とその家族を支援する

地域資源は着実に増加。

現在までの進捗状況

・平成２８年度末時点で前倒しで達成している項目 ５項目
認知症サポーター養成 ８８０万人（２８年度末） 【目標 ８００万人（平成２９年度末）】
認知症サポート医 ６千人（２８年度末） 【目標 ５千人（平成２９年度末）】

・平成２８年度末時点で９割程度達成している項目 ３項目
かかりつけ医認知症対応力向上研修 ５．３万人（２８年度末） 【目標 ６万人（平成２９年度末）】
認知症介護実践リーダー研修 ３．８万人（２８年度末） 【目標 ４万人（平成２９年度末）】 等

第７期介護保険事業計画の策定に合わせ、平成３２年度末までの数値目標に更新。

関係省庁連絡会議において、以下の事項を実施。

・認知症の人本人の講演と関係省庁との意見交換。

・プラン記載の施策の着実・効果的な実行を、関係省庁が一丸となって取り組む旨を確認・共有。

第６回認知症高齢者等にやさしい地域づくりに係る関係省庁連絡会議
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数値目標一覧

6

項目 新プラン策定時 進捗状況(H28年度末) （現）目標 目標案（H32年度末）

認知症サポーター養成 545万人
（H26.9末） 880万人 800万人

（H29年度末） 1,200万人

かかりつけ医認知症対応力
向上研修

38,053人
（H25年度末） 5.３万人 6万人

（H29年度末） 7.5万人

認知症サポート医養成研修 3,257人
（H25年度末） 0.6万人 5千人

（H29年度末） 1万人

歯科医師認知症対応力
向上研修 － 0.4万人 H28年度より

研修開始 2.2万人

薬剤師認知症対応力
向上研修 － 0.8万人 H28年度より

研修開始 4万人

認知症疾患医療センター 289ヵ所
（H26年度末） 375ヵ所 500ヵ所

（H29年度末）
500ヵ所

※2次医療圏域に少なくとも
1センター以上設置

認知症初期集中支援チーム
設置市町村

41ヵ所
（H26年度末） 703ヵ所 全市町村

（平成30年度～）
好事例の横展開等により
効果的な取組の推進

一般病院勤務の医療従事者
認知症対応力向上研修

3,843人
（H25年度末） 9.3万人 8.7万人

（H29年度末） 22万人

看護職員認知症対応力
向上研修 － 0.4万人 H28年度より

研修開始 2.2万人

認知症介護指導者養成研修 1,814人
（H25年度末） 2.2千人 2.2千人

（H29年度末） 2.8千人

認知症介護実践リーダー研修 2.9万人
（H25年度末） 3.8万人 4万人

（H29年度末） 5万人

認知症介護実践者研修 17.9万人
（H25年度末） 24.4万人 24万人

（H29年度末） 30万人

認知症地域支援推進員の
設置市町村

217ヵ所
（H26年度末） 1.2千ヵ所 全市町村

（平成30年度～）
好事例の横展開等により
効果的な取組の推進

若年性認知症に関する事業の
実施都道府県

21ヵ所
（H25年度） 42ヵ所 全都道府県

（平成29年度末）
コーディネーターの資質向上
好事例の横展開の推進

認知症カフェ等の設置 － H25年度から
国の財政支援実施 － 全市町村



○地域で認知症に関わる事が多い業界への理解推進、認知症サポーターが活躍している取組
の普及・推進

○認知症の人本人による発信の共有、本人ミーティングの推進

○成年後見制度利用促進基本計画に基づく施策の着実な推進

施策の着実な実行に向けて関係省庁連絡会議で共有する主な取組

・小売業・金融機関・公共交通機関の職員に認知症の理解を深めてもらうため、認知症サポーターに
ついて、周知し、受講を勧めることにより、認知症に気づき、関係機関への速やかな連絡等、連携で
きる体制整備を進める。
・認知症サポーター養成講座の際に認知症サポーターが地域でできる活動事例等を紹介する。

・関係省庁連絡会議等幅広い機会において、認知症の人本人による講演・意見交換の場を設ける。

・認知症の人やその家族の視点を重視した支援体制の構築のため、地域で認知症の人が集い、発
信する取組である、本人ミーティング等について全国的に広める。

・全国どの地域においても必要な人が成年後見制度を利用できるよう、各地域において、権利擁護支
援の地域連携ネットワークの構築を段階的・計画的に図る。

・本人の特性に応じた意思決定支援を行うための指針の策定等に向けた検討や検討の成果の共有・
活用を行う。
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8

（権利擁護）

○ 認知症の人や高齢者の権利擁護のため、財産の管理や契約に関し本人を支援する成
年後見制度や、利用者からの問い合わせ内容に応じて、法制度に関する情報や相談機関・団
体等に関する情報を無料で提供する日本司法支援センター（法テラス）の制度周知や利用促
進を行う。特に市民後見については、市民後見人養成のための研修の実施、市民後見人の
活動を安定的に実施するための組織体制の構築、市民後見人の適正な活動のための支援等
を通じて、市民後見人の活動を推進するための体制整備を行う。

また、人生の最終段階における本人の意思決定支援の在り方についても検討を行う。

○ 成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成２８年法律第２９号）に基づき策定された
「成年後見制度利用促進基本計画」（平成２９年３月２４日閣議決定）に沿って、成年被後見人
の財産管理のみならず意思決定支援・身上保護も重視した適切な支援に繋がるよう、成年後
見制度の利用促進に関する施策を総合的・計画的に推進していく。特に全国どの地域におい
ても必要な人が成年後見制度を利用できるよう、各地域において、権利擁護支援の地域連携
ネットワークの構築を段階的・計画的に図る。

本人の特性に応じた意思決定支援を行うための指針の策定等に向けた検討や検討の成果
の共有・活用を行う。（再掲）

○ また、認知症の人や高齢者の権利擁護のため、利用者からの問い合わせ内容に応じて、
法制度に関する情報や相談機関・団体等に関する情報を無料で提供する日本司法支援セン
ター（法テラス）の制度周知や利用促進を行う。特に市民後見については、市民後見人養成の
ための研修の実施、市民後見人の活動を安定的に実施するための組織体制の構築、市民後
見人の適正な活動のための支援等を通じて、市民後見人の活動を推進するための体制整備
を行う。

認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）新旧対比表
第６回認知症高齢者等にやさしい地域づくりに係る関係省庁連絡会議

平成29年7月5日
参考資料１



認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）の概要
～ 認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて ～ （平成２９年７月５日一部修正）

・ 高齢者の約４人に１人が認知症の人又はその予備群。高齢化の進展に伴い、認知症の人はさらに増加
２０１２（平成２４）年 ４６２万人（約７人に１人） ⇒ ２０２５（平成３７）年 約７００万人（約５人に１人）

・ 認知症の人を単に支えられる側と考えるのではなく、認知症の人が認知症とともによりよく生きていくことがで
きるような環境整備が必要。

七

つ

の

柱

新オレンジプランの基本的考え方

認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続け
ることができる社会の実現を目指す。

①認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進
②認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供
③若年性認知症施策の強化
④認知症の人の介護者への支援
⑤認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくりの推進

⑥認知症の予防法、診断法、治療法、リハビリテーションモデル、介護モデル等の研究
開発及びその成果の普及の推進

⑦認知症の人やその家族の視点の重視 １

・ 厚生労働省が関係府省庁（内閣官房、内閣府、警察庁、金融庁、消費者庁、総務省、法務省、文部科
学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省）と共同して策定

・ 策定に当たり認知症の人やその家族など様々な関係者から幅広く意見を聴取

・ 新プランの対象期間は団塊の世代が７５歳以上となる２０２５（平成３７）年だが、策定時の数値目標は、介護保険事業計画に
合わせて２０１７（平成２９）年度末等で設定されていたことから、第７期計画の策定に合わせ、平成３２年度末までの数値目標に
更新



「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平成２６年度厚生労働科学研究費補助金特別研究事業 九州大学 二宮教授）による速報値

⃝長期の縦断的な認知症の有病率調査を行っている久山町研究のデータから、新たに

推計した認知症の有病率（2025年）。

各年齢層の認知症有病率が、2012年以降一定と仮定した場合：19％。

各年齢層の認知症有病率が、2012年以降も糖尿病有病率の増加により上昇すると仮

定した場合：20.6％。
※ 久山町研究からモデルを作成すると、年齢、性別、生活習慣病（糖尿病）の有病率が認知症の有病率に影響することがわかった。

本推計では2060年までに糖尿病有病率が20％増加すると仮定した。

⃝本推計の結果を、平成25年筑波大学発表の研究報告による2012年における認知症

の有病者数462万人にあてはめた場合、2025年の認知症の有病者数は約700万人と

なる。

年
平成24年
（2012）

平成27年
(2015)

平成32年
(2020)

平成37年
(2025)

平成42年
(2030)

平成52年
(2040)

平成62年
(2050)

平成72年
(2060)

各年齢の認知症有病
率が一定の場合の将

来推計

人数/(率) 462万人

15.0％

517万人

15.7％

602万人
17.2％

675万人
19.0％

744万人
20.8％

802万人
21.4％

797万人
21.8％

850万人
25.3％

各年齢の認知症有病
率が上昇する場合の

将来推計

人数/(率)

525万人
16.0％

631万人
18.0％

730万人
20.6％

830万人
23.2％

953万人
25.4％

1016万人
27.8％

1154万人
34.3％
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認知症の人の将来推計について
３．制度の利用促進の取組 ア．厚生労働省 （1）高齢者関係



○ 今後、認知症高齢者や親族等による成年後見の困難な者が増加すると見込まれることから、
・ 成年後見制度の利用促進を図るとともに、
・ 介護サービス利用契約の支援などを中心に、成年後見の担い手として市民の役割が強まる

と考えられることから、市民後見人の育成と活動支援を推進するため、以下の取組を実施

取
組

取組の名称 時期 取組の内容

法
改
正

改正老人福祉法
（民法の一部を改正する
法律の施行に伴う関係法
律の整備等に関する法
律）

平成1 2年
4 月 施 行

禁治産者・準禁治産者制度を見直し、成年後見制度を創設することに伴い、
市町村長に審判の請求権を付与

改正介護保険法
平成1 8年
4 月 施 行

地域支援事業の創設に伴い、高齢者に対する虐待防止等の「権利擁護事業
(※)」 を必須事業化
※ 成年後見制度に関する情報提供や申立てに当たっての関係機関の紹介等

「成年後見制度利用支援事業(※)」は地域支援事業の任意事業として実施
※ 低所得の高齢者に係る成年後見制度の申立てに要する経費や成年後見人等の報

酬を助成

改正老人福祉法
（介護サービス基盤強化
のための介護保険法等の
一部を改正する法律）

平成2 4年
4 月 施 行

市町村が、後見等の業務を適正に行うことができる人材の育成や活用を図
るための体制整備を図るよう、努力義務規定を新設
→ 行政の役割について、法的に位置づけ

高齢者関係

成年後見制度に係る厚生労働省のこれまでの取組
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取
組

取組の名称 時期 取組の内容

予
算
措
置

市民後見推進事業
平成23年度～

26年度

市町村が実施する①市民後見人の養成のための研修、②市民後
見人の活動を安定的に実施するための組織体制の構築、③市民
後見人の適切な活動のための支援への補助

権利擁護人材育成
事業（地域医療介護総
合確保基金による事業）

平成27年度～

認知症高齢者等の状態の変化を見守りながら、介護保険サービス
の利用援助や日常生活上の金銭管理等の支援から成年後見制
度の利用に至るまでの支援を切れ目なく、一体的に確保
→人材養成研修、権利擁護人材の資質向上のための支援体制整
備

計
画
策
定

認知症施策推進総
合戦略（新オレンジ
プラン）

2025（平成37）

年まで

認知症の人を含む高齢者に優しい地域づくりの推進成年後見制
度（特に市民後見人）や法テラスの活用促進、詐欺などの消費者
被害の防止、高齢者の虐待防止

予
算
措
置

成年後見利用促進
連携・相談体制整
備事業

平成29年度～
成年後見制度利用促進のため、社会福祉協議会や地域包括セン
ター等の相談機関やネットワークの構築などの体制整備

高齢者関係
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老人福祉法（抜粋） ※成年後見（市民後見）関係の条文

（後見等に係る体制の整備等）

第32条の2 市町村は、前条の規定による審判の請求の円滑な実施に資するよう、民法に規定する後

見、保佐及び補助（以下「後見等」という。）の業務を適正に行うことができる人材の育成及び活

用を図るため、研修の実施、後見等の業務を適正に行うことができる者の家庭裁判所への推薦その

他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

２ 都道府県は、市町村と協力して後見等の業務を適正に行うことができる人材の育成及び活用を図る

ため、前項に規定する措置の実施に関し助言その他の援助を行うように努めなければならない。

※平成２４年４月１日施行
（介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律）

（審判の請求）

第32条 市町村長は、65歳以上の者につき、その福祉を図るため特に必要があると認めるときは、

民法第7条、第11条、第13条第2項、第15条第1項、第17条第1項、第876条の4第1項又は第876条

の9第1項に規定する審判の請求をすることができる。

※平成１２年４月１日施行
（民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律）

老人福祉法の改正
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介護保険法（抜粋）

（地域支援事業）

第115条の45
１～２ （略）

３ 市町村は、介護予防・日常生活支援総合事業及び前項各号に掲げる事業のほか、厚生労働省令で定めるところ
により、地域支援事業として、次に掲げる事業を行うことができる。

一 ～二 （略）

三 その他介護保険事業の運営の安定化及び被保険者（当該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に
入所等をしている住所地特例適用被保険者を含む。）の地域における自立した日常生活の支援のため必要な事
業

４・５ （略）

※ 「成年後見制度利用支援事業」については、地域支援事業の実施要綱において「介護保険事業の
運営の安定化及び被保険者の地域における自立した日常生活の支援のため必要な事業」として、位
置づけている。

介護保険法について
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成年後見制度利用支援事業（高齢者関係）

１．事業内容

○市町村が次のような取組を行う場合に、国として交付金を交付する。（平成13年度から実施）

（１）成年後見制度利用促進のための広報・普及活動の実施

① 地域包括支援センター、居宅介護支援事業者等を通じた、成年後見制度のわかりやすいパン
フレットの作成・配布
② 高齢者やその家族に対する説明会・相談会の開催
③ 後見事務等を廉価で実施する団体等の紹介等

（２）成年後見制度の利用に係る経費に対する助成

① 対象者：成年後見制度の利用が必要な低所得の高齢者

（例）介護保険サービスを利用しようとする身寄りのない重度の認知症高齢者

② 助成対象経費

・ 成年後見制度の申立てに要する経費（申立手数料、登記手数料、鑑定費用など）
・ 後見人・保佐人等の報酬の一部等

２．予算額： 地域支援事業交付金１，５６９億円の内数（平成２９年度予算）

３．事業実施状況： １，３６９市町村（全市町村の７８．６％）（平成２7年４月１日現在）

ア．厚生労働省 （１）高齢者関係 ①制度の普及啓発等
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平成27年度成年後見制度利用支援事業の実施について

都道府県名
実施

市区町村数
後見人等

への助成

申立経費

の助成
利用促進広
報普及活動

徳島県 19 (79.2%) 12 18 9
香川県 14 (82.4%) 13 13 11
愛媛県 20 (100.0%) 18 14 10
高知県 26 (76.5%) 23 23 11
福岡県 49 (81.7%) 46 38 17
佐賀県 16 (80.0%) 14 12 5
長崎県 18 (85.7%) 16 16 9
熊本県 33 (73.3%) 27 25 18
大分県 14 (77.8%) 12 13 3
宮崎県 21 (80.8%) 20 19 9

鹿児島県 32 (74.4%) 25 26 16
沖縄県 30 (73.2%) 28 27 15
合計 1369 (78.6%) 1197 1183 738

（出典）厚生労働省調べ

（値は市区町村数）
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都道府県名
実施

市区町村数
後見人等へ

の助成

申立経費

の助成
利用促進広報

普及活動

北海道 129 (72.1%) 110 116 70
青森県 34 (85.0%) 30 31 14
岩手県 26 (78.8%) 23 24 18
宮城県 32 (91.4%) 30 29 17
秋田県 19 (76.0%) 13 13 13
山形県 29 (82.9%) 23 27 12
福島県 27 (45.8%) 23 22 13
茨城県 39 (88.6%) 29 36 21
栃木県 23 (９2.0%) 21 21 13
群馬県 25 (71.4%) 22 20 10
埼玉県 59 (93.7%) 54 52 39
千葉県 44 (81.5%) 42 38 23
東京都 26 (41.9%) 22 20 15

神奈川県 30 (90.9%) 29 28 20
新潟県 22 (73.3%) 21 19 15
富山県 12 (80.0%) 11 10 8
石川県 19 (100.0%) 18 15 11
福井県 17 (100.0%) 16 16 10
山梨県 19 (70.4%) 18 19 12
長野県 58 (75.3%) 47 52 31
岐阜県 33 (78.6%) 24 28 23
静岡県 31 (88.6%) 25 25 15
愛知県 36 (66.7%) 30 26 19
三重県 23 (79.3%) 19 19 15
滋賀県 18 (94.7%) 17 16 11
京都府 23 (88.5%) 22 21 11
大阪府 38 (88.4%) 37 33 21
兵庫県 38 (92.7%) 31 35 23
奈良県 30 (76.9%) 29 26 15

和歌山県 22 (73.3%) 17 18 7
鳥取県 17 (89.5%) 16 14 11
島根県 16 (84.2%) 12 13 10
岡山県 25 (92.6%) 25 22 16
広島県 21 (91.3%) 20 18 15
山口県 17 (89.5%) 17 17 8



今後、親族等による成年後見の困難な者が増加するものと見込まれ、介護サービス利用契約の支援などを

中心に、成年後見の担い手として市民の役割が強まると考えられることから、市町村は、市民後見人を育成し、その

活用を図ることなどによって権利擁護を推進することとする。

※１ 認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）における認知症の人の数（推計）

２０１２（平成２４）年：約４６２万人 （６５歳以上高齢者の約７人に１人）

→ ２０２５（平成３７）年：約７００万人前後（６５歳以上高齢者の約５人に１人）

※２ 成年後見関係事件の申立件数は年々増加傾向（平成2８年 ３４，２４９件）

そのうち首長申立の件数 4,543件（平成２４年） → ５,９９３件（平成2７年） → ６,４６６件（平成2８年）

市
民
後
見
人

⑥支援（専門職による相談等の支援）

家庭裁判所

市 町 村

④推薦（候補者の推薦）

⑤市民後見人
の選任

（市民後見人を活用した取組例のイメージ）

本
人

（
認
知
症
高
齢
者
）

後
見
等
業
務

実施機関

①委託

③登録（研修修了者
の名簿送付）

②研修（市民後見人養成研修の実施）

市民後見人の育成及び活用

※実施機関が③登録、④推薦を行うこともありうる。

ア．厚生労働省 （１）高齢者関係 ②担い手の育成・活用
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１．事業内容
認知症高齢者等の状態の変化を見守りながら、介護保険サービスの利用援助や日常生活上の

金銭管理など、 成年後見制度の利用に至る前の支援から成年後見制度の利用に至るまでの支援
が切れ目なく、一体的に確保されるよう、権利擁護人材の育成を総合的に推進する。

【事業例】
（１）権利擁護人材の養成研修の実施

・成年後見制度の利用に至る前の段階で、介護サービスの利用援助等を行う「生活支援員」や成年後見
制度の下で、身上監護等の支援を行う「市民後見人」を養成

（２）権利擁護人材の資質向上のための支援体制の構築
・家庭裁判所に対する適切な後見候補者の推薦や市民後見人等からの定期的な報告を踏まえた適切な
助言・指導など、権利擁護活動の安定的かつ適正に実施するための支援

・弁護士、司法書士、法テラス、社会福祉士等専門職との連絡会議の開催など、事案解決能力の向上を
図るための取組

２．事業創設年度 平成２７年度（平成23年～26年は市民後見推進事業において実施）

３．平成２９年度予算 地域医療介護総合確保基金（介護分）４８３億円の内数

４．事業実施状況（平成27年度実績：230自治体）
・ 市民後見人の養成： 230ヵ所
・ 日常生活自立支援事業との連携： 89ヵ所
・家庭裁判所に対する適切な後見候補者の推薦： 63ヵ所
・市民後見人等からの定期的な報告をふまえた適切な助言・指導： 87ヵ所
・専門職との連携体制の構築（専門職との連絡会議の開催など）： 127ヵ所
・実務的支援組織（成年後見支援センター等）の設置 ： 110ヵ所 18

権利擁護人材育成事業



今後、高齢化に伴い認知症高齢者等の増加が見込まれる中、認知症高齢者等がその判断能力に応じて必要な介護や生活支援サービスを受けな

がら日常生活を過ごすことができるよう、認知症高齢者等の状態の変化を見守りながら、介護保険サービスの利用援助や日常生活上の金銭管理等
の支援から成年後見制度の利用に至るまでの支援が切れ目なく、一体的に確保されるよう、認知症高齢者等の権利擁護に関する取組を推進。

① 成年後見制度利用促進のための相談機関やネットワークの構築などの体制整備【新規】 認知症総合戦略推進事業（2.5億円）の内数
成年後見制度利用促進のため、社会福祉協議会や地域包括支援センター等の相談機関やネットワークの構築などの体制整備を実施。

② 権利擁護人材育成事業 地域医療介護総合確保基金（介護分）（483億円）の内数
成年後見制度の利用に至る前の支援から成年後見制度の利用に至るまでの支援が切れ目なく、一体的に確保されるよう、権利擁護人材の育成を総合的に推進
する。

③ 成年後見制度利用支援事業 地域支援事業（1,569億円）の内数
低所得の高齢者に対する成年後見制度の市町村申立てに要する経費や成年後見人等に対する報酬の助成等を行う。

概 要

事業内容

認知症高齢者等の権利擁護に関する取組の推進【一部新規】

②権利擁護人材育成事業

認知症
高齢者等

相談

研修修了者

・社会福祉協議会
・地域包括支援センター 等

①成年後見制度利用促進のため
の相談機関やネットワークの
構築などの体制整備

③成年後見制度
利用支援事業

認知症
高齢者等

制度
利用

制度
利用

・申立て費用
・報酬

財政支援

・弁護士会
・司法書士会
・家庭裁判所
等

連携

新

養成

相談機能
強化
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テ
ー
マ
番
号

テーマ名 団体名 事 業 名

89 

地域における成年後見
制度の利用に関する相
談機関やネットワーク
構築等の体制整備に関
する調査研究事業

公益社団法人日本社
会福祉士会

地域における成年後見制度の利用に関
する相談機関やネットワーク構築等の
体制整備に関する調査研究事業

テ
ー
マ
番
号

テーマ名 団体名 事 業 名

90 

日常生活や社会生活
等において認知症の人
の意思が適切に反映さ
れた生活が送れるよう
にするための意思決定
支援のあり方に関する
研究事業

学校法人梅村学園

日常生活や社会生活等において認知症
の人の意思が適切に反映された生活が
送れるようにするための意思決定支援
のあり方に関する研究事業


